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はじめに
・ある事務所ビルにおいて、コミッショニングプロセスを

適用した事例がある。

・このビルにおいて、東京都の環境確保条例に定める

｢トップレベル事業所｣の認定を受ける事ができた。

・認定を受ける間に、チームを編成し、さまざまな作業、

調査、手続き、会議体等に多くの時間を要した。

・結果的に、認定を受ける事ができたが、これには正に

｢コミッショニングプロセス｣の適用があって始めて

認定を受ける事が出来たと言える。

・本日は、上記の必要性・重要性を詳しく解説します。
（関連情報として、本資料の最後の｢新ｺﾐｯｼｮﾆﾝｸﾞ事情Ｑ/Ａ｣を参照）
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設 計 株式会社三菱地所設計

竣 工 平成１６年８月（新館）

平成１７年８月（本館）

階 数 地下４階,地上３０階,

塔屋２階

最高高さ 146.8ｍ

建築面積 5,870.73ｍ2

延床面積 147,134.43ｍ2

階 高 4,300ｍ

設 計 株式会社三菱地所設計

竣 工 平成１６年８月（新館）

平成１７年８月（本館）

階 数 地下４階,地上３０階,

塔屋２階

最高高さ 146.8ｍ

建築面積 5,870.73ｍ2

延床面積 147,134.43ｍ2

階 高 4,300ｍ

ダイナミック型氷蓄熱システム　基本スペック
　氷蓄熱槽容量　　：１，０００m3
　氷蓄熱容量　　　：３，４４０ＲＴh／日×３セット
　　　　　　　　　　＝１０，３２０ＲＴh／日
　ﾌﾞﾗｲﾝﾀｰﾎﾞ冷凍機 ：４３０ＲＴ(製氷能力)×３台
　ＩＰＦ　　　　　：３５％

平成２０年度 第４６回空気調和･衛生工学会
学会賞『技術賞』受賞

ある事務所ビルでトップレベル事業所の認定

２０１０年度東京都環境
確保条例に定める特定地
球温暖化対策優良事業
所：トップレベル事業所の
初年度認定を受けた。

コミッショニング
プロセスの適用効果



4NPO法人建築設備コミッショニング協会 10周年記念シンポジウムin中部 2013年12月13日（金）

東京都が定める｢ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ事業所とは｣
｢優良特定地球温暖化対策事業所（トップレベル事業所）｣検証

ガイドラインに記載されているコミッショニングとは。。。

→東京都内の１５００事業所に対し、毎年のＣ０２排出量の総量

削減義務付けの制度

①ガイドラインに示す省エネ項目、運用段階の工夫などが認め

られれば、総量削減量の低減率の緩和を受ける事が可能

事務所ビルでトップレベル事業所認定を受けると。。。

基準排出量に対して第一期間に５年平均で

８％の削減義務 →
②ガイドラインには、ＢＳＣＡの指針を参照と明記。

③Ｃｘに第三者性は問わないと明記（施工者、施主自らでも可）

④義務未達成の場合には、ペナルティーあり。→ｵﾅｰは必死！！

１／２の４％に軽減される



5NPO法人建築設備コミッショニング協会 10周年記念シンポジウムin中部 2013年12月13日（金）

トップレベル事業所の認定基準

優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドラインに定める基準

総合得点＝基礎項目の得点＋加点項目の得点

基礎得点＝必須項目の得点＋一般項目の得点＝１００点

加点項目＝20点を上限

◇総合得点が８０点以上（１２０点満点中の８０点 66.6％必要）

◇必須事項で評価点が０点の項目が１つもないこと

必須項目 一般項目

Ⅰ　一般事項

（推進体制、コミッショニングなど）

Ⅱ　建物及び設備性能に関する事項

（建物及び設備の省エネ性能）

Ⅲ　事業所及び設備の運用に関する事項

（運用管理、保守管理）

合計 74 99 55 228

基礎項目
計加点項目

25 56 9 90

110453926

23 4 1 28
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◎ ◎ 1.1 CO2削減推進会議の設置
◎ ◎ 1.2 CO2削減推進会議等の開催
◎ ◎ 1.3 PDCA管理サイクルの実施体制の整備
◎ ◎ 2.1 図面・改修履歴等の整備
◎ ◎ 2.2 設備台帳等の整備
◎ ◎ 2.3 管理標準等の整備
○ ○ 2.4 省エネルギー計算書の整備
◎ ◎ 3.1 ビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）の導入
◎ ◎ 3.2 電力負荷状況・発電状況等の把握に必要な計測・計量設備の導入

◎ ◎ 3.3 エネルギー消費先別の使用量把握に必要な計測・計量設備の導入

◎ ◎ 3.4 系統別の使用量把握に必要な計測・計量設備の導入
◎ ◎ 3.5 エネルギー供給設備の分析に必要な計測・計量設備の導入
◎ ◎ 3.6 管理日報・月報・年報の作成
○ ○ 3.7 代表階又は代表エリアの使用量把握に必要な計測・計量設備の導入

◎ ◎ 4.1 エネルギー消費特性の把握
◎ ◎ 4.2 エネルギー消費原単位の算出及び管理
◎ ◎ 4.3 CO2排出量の管理
◎ ◎ 4.4 CO2削減目標等の設定
◎ ◎ 4.5 CO2削減対策の計画
◎ ◎ 4.6 CO2削減対策の実績の集約と評価の実施
◎ ◎ 4.7 エネルギー供給設備等の運転解析の実施
◎ ◎ 4.8 改善策の立案・実施
○ ○ 4.9 改善策の効果検証の実施
＋ ＋ 4.1０ コミッショニング（性能検証）の実施
＋ ＋ 4.11 利用者への環境・エネルギー情報提供システムの導入
◎ ◎ 5.1 保守・点検計画の策定
◎ ◎ 5.2 保守・点検計画の実施
◎ ◎ 5.3 保守・点検の実施記録の保存

緩和
評価

評価項目

4.エネルギー消費量・
CO2排出量の管理

5.保守・点検の管理

Ⅰ
　
一
般
管
理
事
項

No.評価項目の区分 評価

1.CO2削減推進体制の整備

2.図面、管理標準等の整備

3.主要設備等に関する
計測・計量及び記録

トップレベル事業所の認定基準：評価項目
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a.熱源・熱搬送設備 ◎ ○ 3a.1 高効率熱源機器の導入
◎ ＋ 3a.2 高効率冷却塔の導入
◎ ＋ 3a.3 高効率空調用ポンプの導入
◎ ◎ 3a.4 蒸気ボイラーのエコノマイザーの導入
◎ ＋ 3a.5 大温度差送水システムの導入
◎ ○ 3a.6 水搬送経路の密閉化
◎ ◎ 3a.7 蒸気弁・フランジ部の断熱
◎ ◎ 3a.8 熱源の台数制御の導入
◎ ◎ 3a.9 冷却塔ファン等の台数制御又は発停制御の導入
◎ ◎ 3a.10 空調2次ポンプ変流量制御の導入
○ ○ 3a.11 空調2次ポンプの適正容量分割又は小容量ポンプの導入
○ ○ 3a.12 熱源機器出口設定温度の遠方制御の導入
○ ○ 3a.13 空調1次ポンプ変流量制御の導入
○ ○ 3a.14 冷却水ポンプ変流量制御の導入
○ ○ 3a.15 空調2次ポンプの末端差圧制御の導入
＋ ＋ 3a.16 蓄熱システムの導入
＋ ＋ 3a.17 高効率コージェネレーションの導入
＋ ＋ 3a.18 冷却塔ファンインバータ制御の導入
＋ ＋ 3a.19 フリークーリングシステムの導入
＋ ＋ 3a.20 潜熱利用搬送システムの導入
＋ ＋ 3a.21 配管摩擦低減剤（DR剤）の導入

緩和
評価

評価項目

３
．
設
備
・
制
御
系
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

性
能

No.評価項目の区分 評価

トップレベル事業所の認定基準：評価項目

凡例 ◎：必須事項 ○：一般事項 ＋：加点
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a.熱源・熱搬送設備 ◎ ◎ 1a.1 燃焼機器の空気比の管理
◎ ◎ 1a.2 蒸気ボイラーの設定圧力の適正化
◎ ◎ 1a.3 部分負荷時の熱源運転台数の適正化
◎ ◎ 1a.4 冷凍機の冷却水温度設定値の調整
◎ ◎ 1a.5 部分負荷時の空調用ポンプ運転台数の適正化
○ ○ 1a.6 蒸気ボイラーの給水水質・ブロー量の管理
○ ○ 1a.7 熱源機器の冷温水出口温度設定値の調整
○ ○ 1a.8 蓄熱槽の管理
○ ○ 1a.9 コージェネレーションの運転の適正化
○ ○ 1a.10 冷温水管、蒸気管等の保温の確認
○ ○ 1a.11 ミキシングロス防止のためのバルブ開度の確認
○ ○ 1a.12 バルブの開度調整の実施
○ ○ 1a.13 熱源不要期間の熱源機器等停止
○ ○ 1a.14 空調開始時の熱源起動時間の適正化
○ ○ 1a.15 空調停止時の熱源運転時間の短縮

b.空調・換気設備 ◎ ◎ 1b.1 室使用開始時の空調起動時間の適正化
◎ ◎ 1b.2 CO2濃度・外気温湿度による外気取入量の調整
◎ ◎ 1b.3 居室の室内温度の適正化
◎ ◎ 1b.4 ファンの間欠運転の実施
○ ○ 1b.5 空調機運転台数の適正化
○ ○ 1b.6 室使用終了時の空調運転時間の短縮
○ ○ 1b.7 冬季におけるペリメータ設定温度の適正化
○ ○ 1b.8 クールビズ・ウォームビズの実施

緩和
評価

評価項目No.評価項目の区分 評価

１
．
運
用
管
理

トップレベル事業所の認定基準：評価項目

２２８項目が建物全体で総覧的に詳細に定義されている
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トップレベル事業所の認定基準：評価項目
ﾀｲﾄﾙ

評価点

評価の判
断基準

評価の
ポイント

評価の
概要

評価分類
◎：必須
◎：一般
＋：加点



10NPO法人建築設備コミッショニング協会 10周年記念シンポジウムin中部 2013年12月13日（金）

東京都が考えるコミッショニングの定義
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東京都が考えるコミッショニングの定義
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東京都が考えるコミッショニングの定義
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各評価項目の中の要求事項について
※評価項目の評価点を得るためのポイントとは。。。。。。

＜取組状況の程度・評価点＞

例：全てに実施：１点 過半に実施：０．５点 実施なし：０点

例：採用：１点 採用なし：０点 設備無し：除外

＜取組状況の判断基準＞

・かなり詳細な要求事項が列記されており忠実な回答要。

・要求事項に対して書類などで提示するのみではなく

具体的な運用時の定量的評価の説明を求めている。

＜評価のポイント＞

・運転実績の分析による評価、省エネ効果等を整理され

た文書類を用い、認定審査時にｽﾑｰｽﾞに説明すべき。

曖昧な資料、適当な説明では審査時に認められず。
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トップレベル事業所認定までの業務の流れ
・弊社が空調設備工事を施工した前施工物件である。

・設計図書に、｢ｺﾐｯｼｮﾆﾝｸﾞを実施のこと｣と明記あり。

・ＢＥＭＳデータポイントが豊富であった。

・弊社開発のﾀﾞｲﾅﾐｯｸ型氷蓄熱ｼｽﾃﾑを熱源に導入し、

大規模導入では初であり、性能を確認する必要あり。

・空気調和・衛生工学会の学会賞の受賞を狙っていた。

・竣工後、ＢＥＭＳデータの分析により、熱源システム、

二次側空調システムが、設計図書に示す性能を発揮

できているかを中心に検証を開始した。

・空気調和・衛生工学会の学会賞を受賞する事ができた。

・施主より前施工の弊社に、｢ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ事業所｣の認定

に向けての協力要請の打診を受け、業務委託で実施。
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技術管理者
田上賢一

経営者

統括管理者

ビル管理本社部長

ビル管理ｾﾝﾀｰ部長ｴﾈﾙｷﾞｰ管理責任者
（設備に精通）

設備管理統括者
（ビル設備管理者）

設備管理委託会社
（ビル設備運用者）

テナント管理責任者

オフィステナント
A

オフィステナント
B

Co2削減推進会議

テナント説明会

Co2削減推進委員会

施主の社内にＣｏ２削減推進会議体を編成

業務委託で参加
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性能検証マニュアルに
ある性能検証チーム
（ＣＴ）の体系図

運用時に編成したＣｏ２
削減推進会議体制の
ﾒﾝﾊﾞｰにて認定作業を
開始。

施主の社内にＣｏ２削減推進会議体を編成

同様な
役割

技術管理者
田上賢一

経営者

統括管理者

ビル管理本社部長

ビル管理ｾﾝﾀｰ部長ｴﾈﾙｷﾞｰ管理責任者
（設備に精通）

設備管理統括者
（ビル設備管理者）

設備管理委託会社
（ビル設備運用者）

テナント管理責任者

オフィステナント
A

オフィステナント
B

Co2削減推進会議

テナント説明会

Co2削減推進委員会

 

性能検証責任者(CA) 

専門家等補佐 
(CxPE, CxTE) 

専門家等補佐 
(CxPE, CxTE) 

性能検証チーム(CT) 

性能検証管理チーム(CMT) 

性能検証関連者(CRP) 
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評価項目の実際の適用事例： その１ 必須
項目
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評価項目の実際の適用事例： その１
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評価項目の実際の適用事例： その１
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評価項目の実際の適用事例： その１

全国ＤＨＣプラント一次エネルギー換算システムCOP評価
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評価項目の実際の適用事例： その２
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評価項目の実際の適用事例： その２
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評価項目の実際の適用事例： その２
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評価項目の実際の適用事例： その２



25NPO法人建築設備コミッショニング協会 10周年記念シンポジウムin中部 2013年12月13日（金）

評価項目の実際の適用事例： その２
 冷却水温度と外気湿球温度相関
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各評価項目の中の要求事項について

評価事項に対して、評価点を得るには。。。。
①運用実績の解析・評価が必須
②評価の結果が悪い場合には改善案を立て改善実施
③再度、運用実績の解析・評価より評価点を得る。
④これらの一連のサイクルの繰り返し。
⑤その場限りではなく継続的な運用による評価が必須。

・東京都に運用実績の評価書を毎年提出する必要あり。

・まさに、継続的な性能検証の必要性を求められている。

・コミッショニングプロセスが必須と言っても過言ではない。

・逆に、コミッショニングプロセスが無ければ、トップレベル

事業所の取得は困難とも言える。
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コミッショニングプロセスがもたらす効用

・建物全体のエネルギーを無駄なく効率的に利用できる

価値のある建物にする事が可能。

・結果として、オーナー、建設者を含む全ての関係者に、

｢ＷｉｎーＷｉｎの関係｣を築く事が可能。
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CxAC

CxP

CxTE

CA 

ACA 

CxPE CxPE2 CxPEm

CxTE １ ～

CMT（Cx 管理チーム）

要件 CA,CｘAC CxPE［BE/PH] CxTE_A CxTE_B

資格の
性格

性能検証責任者
としてプロジェクト
の性能管理を行
う。

性能検証管理
チームの1員とし
てその専門技術に
関して性能管理を
行う

性能検証チームの一員とし
てCA 並びにCxPE の指示に
従い、性能検証業務を遂行
できる技術を有する

実
務
経
験

計測技術と分析
能力に優れ、試
運 転 調 整 や 自
動 制 御 の 専 門
的知識を持ち、
現場における検
証業務を的確に
実行できる。

データ処理ツー
ルやシミュレー
ションの活用に
優れ、故障検
知･診断の専門
的知見を持ち、
システムの最適
化および最適
チューニングが
実施できる

コミッショニング技術者の定義(資格者制度）

※ＢＳＣＡ：建築設備性能検証マニュアルより

重要な位
置づけ
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・要求される事項に対して、図面説明などでは評価されず。

・運用データの分析による、裏づけが必要となる。

・日常では、何かの目的が無ければ、日々の運用データの

詳細な分析までは、行なっていない。

・継続的な、運用データの分析・評価が求められる。

・本件では、３０，０００ポイントに及ぶ中央監視ポイントが

あり、求める性能評価には十分であった。

・建設当時より、“コミッショニング”ありきで進められており、

制御以外のセンサー、流量計などが多く設置されていた。

・これらの分析・評価技術は、以下のＣｘ_ＴＥのスキルが

必要と言える。

①計測技術 ②分析技術 ③データ処理技術

コミッショニングプロセス適用の必要性
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トップレベル事業所の取得には、コミッショニングプロセス

が必須と言っても過言ではない。

まとめ

＜コミッショニングプロセスによる効用＞

・トップレベル事業所の取得に多いに寄与。

・日時、月時、年次のエネルギーの見える化が可能。

・東京都への毎年の年次報告書の作成も容易。

・環境負荷であるＣｏ２排出量の年次推移の把握も容易。

・継続的なプロセスのため、省エネ効果の把握も容易。

・オーナー、建設関係者の両者に大きなメリットあり。

（オーナー：省エネ効果／建設関係者：工事受注）

さらなるコミッショニングプロセスの適用を普及すべき！！
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終

建築設備コミッショニング協会（ＢＳＣＡ）
１０周年記念シンポジウム ｉｎ中部

コミッショニングの実践事例

事務所ビルへのＣｘプロセス
適用事例
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付録：コミッショニングレター2013年8月号より

新コミッショニング事情Q/A
｢東京都のトップレベル事業所の認定に係るコミッショニングの役割｣

ジェイアール東日本ビルテック㈱ 山本 雄二

Q1：ビルオーナーとして、東京都のトップレベル事業所の認定
というインセンティブは、 どこにありますか？

A1：東京都環境確保条例に基づく温室効果ガス削減義務は、事業所（テナント
含む）内の年間エネルギー消費量が原油換算で1500kl以上の建物が対象にな
ります。建物所有者はこの削減義務の達成責任があり、施設全体のエネルギー
消費量の基準排出量(過去3年間平均値)の認定を受けます。その基準排出量に
対して第一計画期間に5年間平均で8％の削減義務率、第二計画期間に次の5
年間平均で17％の削減義務率が付加されます。しかし、この条例の緩和措置と
してトップレベル事業所認定制度基づいた認定を受けることにより削減義務率が
1/2に軽減（準トップレベル事業所に認定されれば削減義務が3/4）されますから、
これが大きなインセンティブになります。また、余剰の削減分は他の自社事業所
へ流用や第三者への販売（排出量取引制度）も可能なので、このインセンティブ
も多大です。
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Q2：トップレベル事業所の認定の評価項目にはコミッショニングの実施があり、コ
ミッショニングの実施が加点項目から一般項目になったようですが、コミッショニ
ングを実施する事がどの程度認定に寄与するのでしょうか？

A2：認定では228の評価項目が設定されており、その内の必須項目74項目の1
つでも達成できないとトップレベル認定はなされません。また、一般項目には99
項目あり、これらが達成できないと減点対象となります。コミッショニングの実施
は一般項目で評価点が2点です。項目だけで見れば寄与率は全体点数の2％で
すが(1項目平均0.53点)、部内外で継続的に活動を続けて削減効果を持続する
必要があり、BEMS等の導入や活用を通してなされるデータの記録、分析、
チューニングそして再チェックという省エネ活動のPDCAを廻す事柄に関連するこ
とを考慮すると、実質2％以上の寄与があると考えられます。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より



34NPO法人建築設備コミッショニング協会 10周年記念シンポジウムin中部 2013年12月13日（金）

Q3：トップレベル事業所の認定のためのコミッショニングの特徴は何でしょうか？

A3：トップレベル事業所認定申請資料はガイドラインの判断基準の準拠に基づ
き検証（検証機関により）を受け、東京都に申請し、東京都が認定の判断をしま
す。具体的には、申請書で、熱源・空調設備関係のデータを記録・分析し、省エ
ネ化の問題点を見出して対応した過程を文書化することが要請されています。こ
の文書があることで、その後の省エネ対策への方向付けが見える事に意味があ
ると考えられます。

都のいうコミッショニングとは、狭義に考えれば認定時の文書でコミッショニング
が実施されたことを示すことで十分ですが、A2で述べたように，その後の継続的
な削減活動が不可欠になることから、広義に考えれば継続的なコミッショニング
が実質的には含まれるといえるでしょう。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より
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Q4：このコミッショニングでは具体的な作業と期間に規定はあるのでしょうか。ま
たコミッショニングを実施したエビデンスとして提出文書など、どのような書類が
必用となるのでしょうか？

A4：トップレベル事業所の認定申請では申請者が評価書及び調書を作成し、こ
の評価書と調書に加えてコミッショニングを実施した結果報告書をあわせて提出
して、検証機関で審査を受けて認定評価されます。必要によって検証機関の現
地立合いを受けることもあるようですが、コミッショニングに対しての調書及び現
地立合いは不要となっています。

コミッショニングの作業としては、BEMS等のデータを用いた運転解析による運
用段階の性能検証を夏季、中間期および冬季にそれぞれ1週間以上計測された
データを活用して実施して、時間、曜日及び季節毎に最適な設定と運転方法に
対する助言を具体的な内容として文書化して、削減義務の達成を継続的に実施
する必要があります。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より
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Q5：このコミッショニングの実施期間はどう考えるのでしょうか？

A5：実施期間は、ガイドラインの判断基準に記載されていますが、新築・改修の
竣工後で、標準使用状態になってから1年以上となっています。
初年度以降もトップレベルであり続けるには、毎年自己審査を実施し文書化した
エビデンスを残しておく必要があります（提出義務はありませんが要請があれば
開示する必要があります）。ただし，第一検証期間の8%削減、第二検証期間の
17%削減の達成は義務ですし、別途の要請として、エネルギーの消費量の報告
義務があったりするので、削減できていることをエビデンスとして残す必要があり
ます。なお、検証機関の審査は初年度のみ必要で、その有効期間は5年間です。
その後はまた初年度の繰り返しになりますが、当初、コミッショニング実施したと
いうことはエビデンスを残しておけば有効で、何度も都の言うコミッショニングを
実施する必要はありません。こうして見ると、コミッショニングが当初だけでいい
ように見えますが、削減のエビデンスは求められるので、当初実施したコミッショ
ニングによる助言に沿って、気を張り詰めて省エネルギー・省CO2を達成し続け
ることが必要になります。A3でも述べましたが，これは継続的にコミッショニング
を実施することとほぼ同じであると言っていいかもしれません。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より
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Q6：このコミッショニングを実施するにはどういう資質をもった技術者が必用と思
われますか？

A6：特に要求はされていませんが、省エネ技術の中でも空調設備とその制御に
関する知識と技術経験などが必用で、コミッショニング実施能力は分析評価の実
績などに基づく技量も要求され、業務品質の均一化も含め現実的には一定の資
格要件が必要だろうと考えられます。設備設計一級建築士、建築設備士、エネ
ルギー管理士などの国家資格はもとより、データ分析が重要であることから
BSCAのCxPEやCxTEもこういう要件に該当すると思われます。BSCAが取り組ん
でいるコミッショニング技術者の養成について、さらに認知度を高める必要があ
るのではないかと思います。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より
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Q7：今後、認定を得るためにコミッショニングが第三者機関に単独発注される可
能性はあるでしょうか。

A7：インハウス、設計・施工者による実施も可能ですが、それはA6で説明した技
術者が確保できてこそのこと。建築ストックを含めた多くの建物で認定のために
必要となるコミッショニング技術者を確保することには限界があります。従って、
コミッショニング技術者を有する企業や団体などの第三者機関による受託も当然
あると思います。今後は、トップレベル事業所の認定のためのコミッショニング受
託ビジネスも、増えてくるのではないでしょうか。

付録：コミッショニングレター2013年8月号より


